
  

四   勤労者家計水準
(一)   勤労者家計收入の推移

一 二四年上半期における賃金の停滞傾向は,勤労者世帯の收入状態にも反映し,勤労者世帯收入調査(F・
I・S)による收入総額は,二四年に入つてからも前年にひきゞき若干の増加傾向を保持したとはいえ,大体停
滞状態を持続した。

二 すたわち,二四年上半期には二〇%,下半期(六月・一一月対比)二・七%の増加となつており,下半期の増
加率を二三年同期間(七月・一一月対比)の増加率二八・八%に対比すると遥かに小さい。二四年一一月と
前年同月とを対比した年間増加率は二六・八%であつた。

三 しかし,このような下半期におけるF・I・Sの停滞傾向にもかかわらず,その世帯收入構成には若干の改
善傾向がみられる。すなわち,勤労者世帯の項目別收入についてみるに,世帯主の本業收入が全收入中に占
める比率は漸次増加し,昨年七月一一二月の平均七七%に対し本年一月-六月のそれは七九%,七月以降は八
〇%を上廻つた。一方,「世帯主の副業收入」「配偶者收入」「その他の世帯員收入」「実收入以外の收
入」等は,若干の差はあるが全面的に低下し,一世帯当りの有業人員は僅かずつではあるが減少している。

四 これは,戦後家計收支の多くの部分が「世帯主收入以外の收入」に大きく依存していた異常な不安定状
態から漸次立直りつつあることを示しているが,その反面,副業及び内職による收入の困難化,実收入以外の
收入源の薄弱化等の要因も見逃せないであろう。

第二三表 勤労者一世帯一ケ月当り收入額の推移
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第二四表 勤労者一世帯一ケ月当り收入額の比率
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四   勤労者家計水準
(二)   家計支出の推移

五 次に,これを消費者價格調査(C・P・S)についてみても,基本的には物價の安定に基くものであるが,上述
の如き收入の停滞,竹の子生活の底づきなども反映して,家計支出の増加は二四年に入つてから鈍化傾向を
示している。

六 すなわち,消費者價格調査における全都市一世帯当り一ケ月名目家計支出金額の推移は,二三年には上半
期で二三%,下半期(六月-一一月)で三六%とそれぞれ相当の上昇を示したのに対し,二四年にはとの増加傾
向が鈍化し,上半期では六・四%,下半期では七・四%の増加にとゞまつている。なお,二四年一一月を前年
同月に対比した年間推移率は一一・六%の増加となつている。

七 しかし,さらに家計支出の内容について檢討すれば,ある程度改善の跡がみうけられ,それは食料事情の
好轉に伴う・主食配給量の増加,遅配欠配の解消,消費財闇物價の低落などが家計支出の停滞を補つたこと
によるものと考えられる。

八 すなわち,これを費目別の支出比率でみると,食料費支出割合(エンゲル係数)は,二二年平均は六五・八%
であつたが,二三年は六三・四%,二四年には四-六月平均六二・五%,一〇-一二平均六二・一%と僅か乍ら
低下を示している。また,光熱費の支出割合も季節的変動を別として殆んど保合の状態にあり,・一,戦後減
少の甚しかつた被服費・雑費は漸次増加しつゝある。
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四   勤労者家計水準
(三)   実質家計費の推移

九 以上のような勤労者家計の漸次的な改善傾向は物價の低落によつてさらに促進された。すなわち,二三
年以来著しく騰勢を弱めた消費者実効物價は,二四年に入つてからのヤミ及び自由物債の著しい低落傾向
を反映し,公定物價の漸騰傾向にも拘わらず,五月を境として次第に低下の傾向を辿つた。

一〇 これを全都市の消費者物價指数についてみれば,二二年平均を基準として二三年平均一八三・〇,二四
年一月二三二・七,五月二五〇・一に対し以後累月下降し,十一月には二三〇・一となつた。

これは二二年平均の約二・四倍にあたるが,二三年同月に対しては僅かに九%の増加にすぎず,二四年一月
に対しては一・一%の下落となつている。

第二五表 消費者物價指数
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一一 その結果C・P・S(消費者價格調査)をC・P・I(消費者物價指数)で除したいわゆる実質家計費の推移
は,二四年前半は停滞傾向を示したが,下半期においてかなりの改善を示すに至つた。すなわち,実質家計費
指数は,一月一〇一・五,三月,五月いづれも一〇七・四,六月一〇四・八に対し,その後は徐々に上昇に轉じ
た。

そのため,二四年平均の実質家計費指数は二二年を一〇〇として前年の一〇五・三に対し,一一〇・九とな
るに至つた。

第二六表 実質家計費指数の推移
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一二 このような勤労者の実質家計水準の向上は,前述の世帯主本業收入の收入総額中に示める比率の増大,
エンゲル係数の低下傾向等とともに,その栄養摂取量の増大及び家計赤字の減少傾向の中にも反映されて
いる。

第二七表 一人一日当たり栄養摂取量の推移一三 すなわち,まず國民栄養調査によれば,国民の平均栄養摂
取量二二年の一,八五七カロリーに対し,本年二月には一,九八一カロリー,五月二,〇三三カロリー,八月一,
八・七六カロリーと八月を除き徐々に上昇し,また蛋白質摂取量も同じく六一・六に対し二月六六・五,五
月六八・七,八月六四・二と増加している。とれは主として,主食における甘藷・馬鈴薯等の購入減少に対
する米・小麦等の配給量の増大及び副食における肉・鮮魚・蔬菜類の購入増加によるものである。

(註) 八月の摂取量が低いのは季節的影響によるもので昨年八月に比すれば増加している。
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第二七表 一人一日当り栄養摂取量の推移

一四 つぎに,F・I・SとC・P・Sでは家計赤字について比較ができないので,東京都の労働者家計調査によ
つてその勤労收入と実支出の関係をみると,その赤字率は一月の二五・五%から四月以降には特に顯著な
減少傾向を示している。殊に二年一一それは僅かに二・%,実額三四九円に過ぎず,竹の子生活の底づきも
あるがともかく動労者の家計が次第に健全化しつゝることを物語つている。

第二八表 勤労収入に対する実支出の過不足率の推移
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一五 しかし,このような実質家計水準の漸次的な向上も,これを戦前と比較すれば,なお,かなり低い水準に
あり,昭和二四年一一月には昭和九-一一年の六六%,その年間平均では六六・四%に止どまつている。(第
二表参照)これを家計総実支出に対する飲食物費の割合即ちエンゲル係数についてみても,同様九-一一年
平均の三六・二%に対し依然六〇%を超える高水準にあり,家計収支の改善度もまだ戦前のそれには遙か
に及ばない。

一六 とのように一般労働者の家計内容は,消費財の生産増加とその價格の下落によつてある程度の改善を
見たのであるが,價格の低落は主として非配給乃至非統制物資について行われたのであつて,一應公定價格
の動きを示すと思われる小売物價指数についてみても,本年中において,なお一一・一%の上昇を示してい
るから,配給物資に比較的多く依存する低所得階級の家計は,右に述べた一般世帯乃至平均世帯のそれに比
して相当その改善の度合は低いと推定される。

第二九表 費目別支出金額比率の推移
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第三〇表 小売物價及び消費財闇自由物價指数の推移
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